
 

令和４年度青森産品輸出基盤強化事業費補助金交付要綱 

 

 

 （趣旨） 

第１ 県は、コロナ禍で変化した輸出先のニーズや、海外の食品規制へ対応した商品の創出

による県産品の輸出促進を図るため、県内中小企業等が行う海外向け商品の開発等に要す

る経費について、令和４年度予算の範囲内において、当該中小企業者等に対し、青森産品

輸出基盤強化事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付につ

いては、青森県補助金等の交付に関する規則（昭和 45年３月青森県規則第 10号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

 （補助対象者） 

第２ 補助金の交付の対象となる者（以下「補助事業者」という。）は、次のいずれかに掲げ

る者とする。 

 (1) 中小企業基本法（昭和 38年法律第 154号）第２条第 1項各号に掲げる者であって、県

内に本社・事業所を有するもの（以下「中小企業者」という。） 

  (2) その他知事が適当と認める組織・団体 

 

 （補助対象経費及び補助金の額） 

第３ 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金の額は、

別表のとおりとする。 

 

 （申請書等） 

第４ 規則第３条第１項の申請書は、第１号様式によるものとする。 

２ 規則第３条第２項及び第３項の規定により前項の申請書に添付しなければならない書類

は、次のとおりとする。 

(1) 補助金の対象となる事業（以下「補助事業」という。）に要する経費のうち、補助対象

経費の内容を明らかにした見積書等 

(2) 補助事業者が法人の場合にあっては定款、複数の中小企業者で構成するグループ等の

場合にあっては当該組織及び運営に関する規定等の写し、個人事業主の場合にあっては

確定申告書の写し 

(3) 最近１か年の賃借対照表及び損益計算書 

 (4) その他知事が定める書類 

３ 補助金の交付の申請をするに当たっては、当該補助金に係る消費税額及び地方消費税額

に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費

税法（昭和 63年法律第 108号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分

の金額及び当該金額に地方税法（昭和 25年法律第 226号）の規定による地方消費税の税率

を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税

額」という。）を減額して交付申請するものとする。ただし、申請時において当該消費税等

仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。 

 

 



 （補助金の交付の条件） 

第５ 次に掲げる事項は、補助金の交付の決定がなされた場合において、規則第５条の規定

により付された条件となるものとする。 

 (1) 補助事業の内容について、変更を加える場合（ただし、補助対象経費の総額の 20パー

セント以内の増減を行う場合を除く。）において、令和４年度青森産品輸出基盤強化事業

変更承認申請書（第２号様式）を知事に提出してその承認を受けること。 

 (2) 補助事業を中止し、又は廃止する場合において、令和４年度青森産品輸出基盤強化事

業中止（廃止）承認申請書（第２号様式）を知事に提出してその承認を受けること。 

 (3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合に

おいて、速やかにその旨を知事に報告してその指示を受けること。 

 (4) 補助事業の状況、補助事業の経費の収支その他補助事業に関する事項を明らかにする

書類、帳簿等を備え付け、これらを補助金の交付に係る年度の翌年度から５年間保管し

ておくこと。 

 

 （申請の取下げの期日） 

第６ 規則第７条第１項の規定による補助金の交付の申請の取下げの期日は、補助金の交付

の決定の通知を受けた日から起算して 15日を経過した日とする。 

 

 （補助金の交付方法） 

第７ 補助金は、補助事業の完了後交付する。 

 

 （補助金の請求） 

第８ 補助金の請求は、令和４年度青森産品輸出基盤強化事業費補助金請求書（第３号様式）

を知事に提出して行うものとする。 

 

 （状況報告） 

第９ 県は、必要があると認めるときは、補助事業者に対し、補助事業の遂行状況について、

報告書の提出を求めることができる。 

 

 （実績報告） 

第 10 規則第 12 条の規定による報告は、補助事業の完了の日（補助事業の廃止の承認を受

けた場合は、その日）から起算して 30日を経過した日又は補助金の交付に係る年度の１月

31日のいずれか早い期日までに令和４年度青森産品輸出基盤強化事業完了（廃止）実績報

告書（第４号様式）に補助対象経費に係る支払証拠書類の写しを添えて知事に提出して行

うものとする。 

２ 前項の実績報告を行うに当たっては、補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかな 

場合には、当該消費税等仕入控除税額を減額して報告するものとする。 

 

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第 11 補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税等仕入控

除税額が確定した場合には、令和４年度青森産品輸出基盤強化事業費補助金に係る消費税

等仕入控除税額報告書（第５号様式）を提出するものとする。 

２ 県は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部につい

て、その返還を請求するものとする。 

 



 

 附則 

この要綱は、令和４年５月１７日から施行する。 



別表（第３関係） 

補助対象経費 補助金の額 

コロナ禍で変化した輸出先のニーズや、海外

の食品規制に対応した青森県産品を原材料に

使った加工食品の商品開発又は、ブラッシュア

ップに要する経費のうち、次に掲げる経費とす

る。 

 

区 分 内    容 

謝 金 専門家謝金 

旅 費 専門家旅費 

事業費 ・通信運搬費 

・借損料（リース料） 

・原材料等購入費 

・試作・実験（分析）費（サン

プル作成費の場合、事業期間

内に使用した数量分のみ。） 

・パッケージ製作費 

・通訳・翻訳費 

・委託費（試作品の製造、輸出

可否検査業務やマーケティン

グ調査委託等） 
 

 補助対象経費の２分の１に相当す

る額又は１，０００千円のいずれか

低い額以内の額とする。 

※ただし、国、地方公共団体、公益法人、その他の法人・団体等から他の補助金又は助成金

等を受給して実施する事業を除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


